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計画見直しの目的 

精華町は「環境負荷が少ない『循環型社会』の構築」を引継ぎつつ、さらに一歩踏み込んだ計

画的なごみ処理の推進を目指しています。 

 

本町では、人口は一時期の増加傾向から落ち着きつつありますが、総合計画では当面人口は

増加すると見込まれているほか、新しい生活様式の浸透による消費行動の変化等に伴い、ごみ

排出量も変化する可能性があります。 

そのため、ごみの排出抑制、ごみの発生から最終処分に至るまでのごみの適正な処理を進め

るために必要な事項を定めることを目的に現計画の見直しを行います。 

 

計画期間 

本計画は、平成 29 年度に策定した計画の中間見直しのため、計画期間は、令和 5 年度～令和

8 年度までの 4 年間を計画期間とします。 

 

 

 

 

 

見直しのポイント 

 

  

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

精華町第5次総合計画

精華町第6次総合計画

精華町第2次環境基本計画

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

見直し

●　平成30年秋　環境の森センター・きづがわ稼働

●第2次環境基本計画中間目標年次（令和7年度）

第2次環境基本計画目標年次（令和12年度）●

参考

●計画目標年次 

 令和8年度  

●計画期間 

 令和5年度から令和8年度(4年間) 

 家庭系ごみ排出量原単位は、目標達成まであと 17.3ｇ/人・日であることから、生

ごみの水切りによる減量化を促進することで、現行の目標値を目指す 

 資源物の更なる分別徹底により、再資源化を促進し、資源化率の向上を目指す 

 資源化率、事業系ごみ、最終処分量は目標数値と令和 3 年度実績が大きく乖離し

ていることから、新たに目標値を設定 
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ごみ量の推移 

平成 27 年度以降ごみ総排出量は横ばいで推移しています。令和 3 年度のごみ総排出量は

10,565ｔ/年です。このうち、家庭系ごみは 8,515ｔ/年（約 81％）を占めています。 

また、事業系ごみは令和元年度まで増加傾向で推移していたため、ごみ総排出量に対する比

率が高くなっています。 
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ごみ処理の流れ 

ごみの処理には、多くの人が係わり、できるだけ環境に影響がでないように処分やリサイク

ルが行われています。精華町から出たごみは以下のような流れで処分やリサイクルされていま

す。 

 

 

 

 



4 

 

これまでの取り組み 

区分 方 策 内  容 

実
施
が
進
ん
で
い
る
方
策 

資源回収システムの整備・維持 ・令和 3 年 11 月から、精華町ごみ分別アプリを配信開始 

・令和 4 年 4 月からサントリーグループとボトル to ボト

ルリサイクル事業を開始 

ごみの減量及びリサイクル意識の

向上に向けたイベント等の開催 

・平成３０年度からフードドライブ、令和元年度から食品

ロス削減キャンペーンを実施。 

ホームページの充実等、情報の提供 ・ホームページやアプリ、広報誌等で随時ごみに関する記

事を掲載 

資源有効利用設備設置費補助金制

度の継続 

・生ごみ処理設備設置件数は近年増加傾向にあり、家庭に

おける処理に対する意識は向上 

実
施
が
進
ん
で
い
な
い
方
策 

事業系ごみ減量の啓発 ・事業系ごみは近年増加傾向にあり、実態把握を行い、リ

サイクルマニュアルなどを作成するなどし、ごみ減量化

への積極的な啓発が必要 

ごみ減量に係る住民組織・体制の整備 ・近年、新型コロナによる影響のため、ごみ減量化検討委

員会等の設置が必要に応じて設置できていない。 

ごみの減量、リサイクルに関するイ

ベントの支援 

・新型コロナによる影響のため、施設見学や出前講座等の

イベントを行えていない。 

 

課題 

項目 課   題  

①ごみの排出抑制 ○ 3R の一般的な認知度はまだ低いため、一つ目の R（リデュース）を意識し

てもらえるような情報提供が不足している。 

②家庭系ごみの減量化 ○ 資源・集団回収を含む家庭系ごみは削減傾向にありますが、資源・集団回

収を含まない家庭系ごみは横ばいで推移している。 

○ 減量化の方策として有料化は検討課題となっており、木津川市は燃やすご

みは有料袋を使用しているため、有効性等を調査する必要がある。 

③事業系ごみの減量化 ○ 直近 2 年は減少傾向にあるものの、平成 27 年度より大きく増加してい

る。 

④燃やすごみの減量化 ○ 古紙類の分別が不十分。 

⑤生ごみの減量化促進 ○ 生ごみの減量化の促進、家庭におけるごみ処理に対する意識向上を図るた

めに生ごみ自家処理設備設置の推進を継続する必要がある。 

○ 水切り運動等、生ごみの減量、食べ残し等の発生抑制について、積極的に

情報を提供していく必要がある。 

○ 廃食用油回収の推進を継続する必要がある。 

⑥資源ごみの分別収集

の徹底 

○ 資源化量や資源化に関する情報提供が不十分。 

○ 燃やすごみに混在する資源ごみの実態が不明。 
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ごみ量の将来見込み 

家庭系ごみ、事業系ごみの 1 人 1 日あたりの排出量（原単位）は、僅かながらも減少傾向で

推移しますが、人口増加の影響もあって、当面ごみの排出量は増加傾向で推移して、令和 8 年

度には、ごみ総排出量は現状より 375t/年（3.5％）増加の 10,940t/年になると予測されます。 

 

 

 

目標 

人口が 36,962 人（令和 3 年度）から約 39,000 人（令和 8 年度）へと約 5％の増加が見込まれ

るため、その分ごみ総排出量も増加することが想定されますが、ごみ総排出量の増加を極力抑

えるために、原単位は現計画目標の 754.5 g/人・日とします。 

ごみ総排出量原単位の削減のため、家庭系ごみ（資源・集団回収を含まない。）の原単位を現

計画目標の 429.6 g/人・日とします。 

事業系ごみについても、排出抑制、古紙等の民間ルートによる処理の促進により排出抑制を

図り、総量で約 8％削減し、1,890t/年とします。 

資源化率は低下傾向で推移していますが、分別を徹底することで、資源化率を平成 27 年度実

績と同等の 28.0％に向上させます。 

 

項目 令和3年度（実績） 令和8年度（現計画目標）  

ごみ総排出量 783.1g/人・日 754.5g/人・日 （28.6g減、-3.7％） 

家庭系ごみ 446.9g/人・日 429.6g/人・日 （17.3g減、-3.9％） 

事業系ごみ 2,050t/年 1,890t/年 （160ｔ減、-7.8％） 

資源化率 23.5％ 28.0％ （+4.5％） 
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今後推進すべき方策 

項 目 対 象 方 策 の 内 容 

ごみの排出抑制 

家庭系ごみ 

・２Ｒ（Reduce：減量、Reuse：再利用）の取組を促進し、ごみ

そのものの減量を図る。 

・家庭内で排出される生ごみの水切り運動を継続して推進す

る。 

・ごみ組成調査を定期的に実施することにより、ごみの排出状

況を正確に把握して施策に反映させる。 

・住民への「ごみ分別辞典」等の配布、ごみ分別アプリの宣伝、

ごみ減量・分別に関する講座等の開催等、ごみ減量意識の啓

発や適正な分別方法を啓発を行う。 

・紙箱、包装紙等の紙製容器包装はその他リサイクルできる紙

として分別の啓発を図る。 

・家具、衣料品等、使用しなくなった品を欲しい方へ譲るリサ

イクルのマッチングの仕組みづくりを推進する。 

・高齢者等のごみを集積所まで排出するのが困難な方への対

応。 

・環境の森センター・きづがわと連携して各種啓発を行う。 

事業系ごみ 

・事業系ごみに関するアンケート調査を行い、実態と課題点を

明確にし、啓発をする。 

・事業者へごみ減量に関する取組事例の紹介、「廃棄物処理法」

や食品リサイクル法等の法制度に関する情報提供を行う。 

・事業系ごみの減量や資源化、適正処理方法を記した事業者容

ごみ減量・リサイクルマニュアルに作成を検討する。 

・新たに立地する事業者に対して、多量排出事業者への減量指

導に取組むとともに、新規に立地する事業者に対するごみ減

量体制を整える。 

再資源化 資源化の促進 

・集団回収による紙類、布類の回収を積極的に奨励する 

・奨励施策の推進や、町広報誌やホームページを活用した集団

回収に関する情報掲載等による集団回収活動等への支援 

・ペットボトル以外のプラスチック製容器包装について、分別

収集を徹底し、資源化を図る 

・紙箱、包装紙等の紙製容器包装は、その他のリサイクルでき

る紙として分別の啓発を図る 

・拠点回収ステーションによる資源物の効率的な回収 

・資源回収・再資源化システムの整備・維持を図る 

 


